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   ⑩ 重度障害者支援加算の取扱いについて 

    (一) 報酬告示第６の７の２のイの重度障害者支援加算(Ⅰ)につ

いては、報酬告示第６の２のイの人員配置体制加算（Ⅰ）及び

第６の３の２のハの常勤看護職員等配置加算（Ⅲ）を算定して

いる場合に、当該加算の要件となる人員配置を超えて、常勤換

算方法で生活支援員又は看護職員を配置した場合に、指定生活

介護等の単位ごとに生活介護に係る全ての利用者について加

算するものである。 

    (二) 報酬告示第６の７の２のロの重度障害者支援加算（Ⅱ）につ

いては、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者又は

行動援護従業者養成研修修了者（以下⑩において「実践研修修

了者」という。）により支援計画シート等の作成を行う体制を

整えている旨届出をしており、かつ支援計画シート等を作成し

   ⑨ 欠席時対応加算の取扱いについて 

     報酬告示第６の７の欠席時対応加算については、以下のとおり取

り扱うこととする。 

    (一) 加算の算定に当たっては、急病等によりその利用を中止した

日の前々日、前日又は当日に中止の連絡があった場合について

算定可能とする。 

    (二) 「利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談支援を行

う」とは、電話等により当該利用者の状況を確認し、引き続き

当該指定生活介護等の利用を促すなどの相談援助を行うとと

もに、当該相談援助の内容を記録することであり、直接の面会

や自宅への訪問等を要しない。 

   ⑩ 重度障害者支援加算の取扱いについて 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

    (一) 報酬告示第６の７の２の重度障害者支援加算については、強

度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者又は行動援護従

業者養成研修修了者（以下⑩において「実践研修修了者」とい

う。）により支援計画シート等の作成を行う体制を整えている

旨届出をしており、かつ支援計画シート等を作成している場合
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ている場合に体制の評価として加算を算定する。ただし、強度

行動障害を有する者が利用していない場合は算定しない。 

       さらに、利用者に対する支援が１日を通じて適切に確保され

るよう、指定障害福祉サービス基準に規定する人員と人員配置

体制加算により配置される人員に加えて、強度行動障害支援者

養成研修（基礎研修）修了者（以下⑩において「基礎研修修了

者」という。）を配置するとともに、実践研修修了者の作成した

支援計画シート等に基づき、基礎研修修了者が、強度行動障害

を有する者に対して日中に個別の支援を行った場合に、当該利

用者について個別の評価として加算を算定する。 

       体制の評価については、サービス管理責任者等の指定基準上

配置すべき従業者が実践研修を修了し、支援計画シート等の作

成を行う場合も対象とする。 

       個別の支援の評価については、基礎研修修了者１人の配置に

つき利用者５人まで算定できることとし、適切な支援を行うた

め、指定生活介護等の従事者として４時間程度は従事する必要

があることに留意すること。 

       なお、報酬告示第６の７の２の注１中「厚生労働大臣が定め

る施設基準」第２号のホの(１)の「別に厚生労働大臣が定める

基準を満たしている利用者」とは、第543号告示第22号の規定

により準用する第４号の規定により、認定調査票等における行

動関連項目の点数の合計が10点以上に該当する者をいうもの

である。 

    (三) 重度障害者支援加算（Ⅱ）については、当該加算の算定を開

に体制の評価として加算を算定する。ただし、強度行動障害を

有する者が利用していない場合は算定しない。 

       さらに、利用者に対する支援が１日を通じて適切に確保され

るよう、指定障害福祉サービス基準に規定する人員と人員配置

体制加算により配置される人員に加えて、強度行動障害支援者

養成研修（基礎研修）修了者（以下⑩において「基礎研修修了

者」という。）を配置するとともに、実践研修修了者の作成した

支援計画シート等に基づき、基礎研修修了者が、強度行動障害

を有する者に対して日中に個別の支援を行った場合に、当該利

用者について個別の評価として加算を算定する。 

       体制の評価については、サービス管理責任者等の指定基準上

配置すべき従業者が実践研修を修了し、支援計画シート等の作

成を行う場合も対象とする。 

       個別の支援の評価については、基礎研修修了者１人の配置に

つき利用者５人まで算定できることとし、適切な支援を行うた

め、指定生活介護等の従事者として４時間程度は従事する必要

があることに留意すること。 

       なお、報酬告示第６の７の２の注１中「厚生労働大臣が定め

る施設基準」第２号のホの(１)の「別に厚生労働大臣が定める

基準を満たしている利用者」とは、第543号告示第22号の規定

により準用する第４号の規定により、認定調査票等における行

動関連項目の点数の合計が10点以上に該当する者をいうもの

である。 

    (二) 重度障害者支援加算については、当該加算の算定を開始した
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始した日から起算して180日以内の期間について、強度行動障

害を有する者に対して、指定生活介護等の提供を行った場合

に、１日につき所定単位数にさらに500単位を加算することと

しているが、これは重度の行動障害を有する者が、サービス利

用の初期段階において、環境の変化等に適応するため特に手厚

い支援を要することを評価したものである。 

    (四) 重度障害者支援加算(Ⅱ)は、行動障害の軽減を目的として各

種の支援・訓練を行うものであり、単に、職員を加配するため

の加算ではないことに留意すること。 

    (五) 重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している指定生活介護事業

所等において、重度障害者支援加算(Ⅱ)は算定できないもので

あること。 

   ⑪ リハビリテーション加算の取扱いについて 

     報酬告示第６の８のリハビリテーション加算については、以下の

とおり取り扱うこととする。 

    (一) リハビリテーション加算に係るリハビリテーションは、利用

者ごとに行われる個別支援計画の一環として行われることに

留意すること。 

    (二) (三)により作成されるリハビリテーション実施計画を作成

した利用者について、当該指定生活介護等を利用した日に算定

することとし、必ずしもリハビリテーションが行われた日とは

限らないものであること。 

    (三) リハビリテーション加算については、以下の手順で実施する

こと。なお、ア、イ又はウにおけるリハビリテーションカンフ

日から起算して90日以内の期間について、強度行動障害を有す

る者に対して、指定生活介護等の提供を行った場合に、１日に

つき所定単位数にさらに700単位を加算することとしている

が、これは重度の行動障害を有する者が、サービス利用の初期

段階において、環境の変化等に適応するため特に手厚い支援を

要することを評価したものである。 

    (三) 重度障害者支援加算は、行動障害の軽減を目的として各種の

支援・訓練を行うものであり、単に、職員を加配するための加

算ではないことに留意すること。 

   （新設） 

 

 

   ⑪ リハビリテーション加算の取扱いについて 

     報酬告示第６の８のリハビリテーション加算については、以下の

とおり取り扱うこととする。 

    (一) リハビリテーション加算に係るリハビリテーションは、利用

者ごとに行われる個別支援計画の一環として行われることに

留意すること。 

    (二) (三)により作成されるリハビリテーション実施計画を作成

した利用者について、当該指定生活介護等を利用した日に算定

することとし、必ずしもリハビリテーションが行われた日とは

限らないものであること。 

    (三) リハビリテーション加算については、以下の手順で実施する

こと。 


